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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準

作成機関である一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を改正すべ

きとの申出があり，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これによって，JIS C 62024-1:2022 は

改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 

JIS C 62024 規格群（高周波誘導部品－電気的特性及び測定方法）は，次に示す部で構成する。 

JIS C 62024-1 第 1 部：ナノヘンリー範囲の表面実装インダクタ 

JIS C 62024-2 第 2 部：DC/DC コンバータ用インダクタの定格電流の決め方 
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日本産業規格          JIS 
 C 62024-1：202X 
 (IEC 62024-1：2024) 

高周波誘導部品－電気的特性及び測定方法－ 
第 1 部：ナノヘンリー範囲の表面実装インダクタ 

High frequency inductive components-Electrical characteristics and 
measuring methods-Part 1: Nanohenry range chip inductor 

 
序文 

この規格は，2024 年に第 4 版として発行された IEC 62024-1 を基に，技術的内容及び構成を変更するこ

となく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

1 適用範囲 

この規格は，通常高周波領域（100 kHz を超える周波数）に用いるナノヘンリー範囲の表面実装インダ

クタ（以下，インダクタという。）の電気的特性及び測定方法について規定する。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
IEC 62024-1:2024，High frequency inductive components－Electrical characteristics and measuring 

methods－Part 1: Nanohenry range chip inductor（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS C 6484 プリント配線板用銅張積層板－耐燃性ガラス布基材エポキシ樹脂 
注記 対応国際規格における引用規格： IEC 61249-2-7，Materials for printed boards and other 

interconnecting structures－Part 2-7: Reinforced base materials clad and unclad－Epoxide woven E-
glass laminated sheet of defined flammability (vertical burning test), copper-clad 

JIS C 62025-1 高周波誘導部品－非電気特性及び測定方法－第 1 部：電子機器及び通信機器用表面実

装固定インダクタ及びフェライトビーズ 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 62025-1，High frequency inductive components－Non-

electrical characteristics and measuring methods－Part 1: Fixed, surface mounted inductors for use in 
electronic and telecommunication equipment 

JIS K 8839 2-プロパノール（試薬） 
注記 対応国際規格における引用規格：ISO 6353-3，Reagents for chemical analysis－Part 3: 
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Specifications－Second series 

JIS Z 3282 はんだ－化学成分及び形状 
注記 対応国際規格における引用規格：ISO 9453，Soft solder alloys－Chemical compositions and 

forms 

JIS C 60068-2-58 環境試験方法−電気・電子−第 2-58 部： 表面実装部品（SMD）のはんだ付け性， 電
極の耐はんだ食われ性及びはんだ耐熱性試験方法 

注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60068-2-58，Environmental testing−Part 2-58: Tests−Test 
Td : Test methods for solderability, resistance to dissolution of metallization and to soldering heat of 
surface mounting devices (SMD) 

3 用語及び定義 

この規格には，定義する用語はない。 

4 インダクタンス，品質係数（Q）及びインピーダンス 

4.1 インダクタンス 

4.1.1 測定方法 

インダクタのインダクタンスは，ベクトル電圧・電流計法（インピーダンスアナライザ）又は反射係数

法（ネットワークアナライザ）のいずれかで測定する。 

4.1.2 測定回路 

ベクトル電圧・電流計法の測定回路の例を，図 1 に示す。反射係数法の測定回路の例を，図 2 に示す。 
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記号説明 

Rg ：信号発生器の出力インピーダンス（50 Ω） 
R ：抵抗器 
Lx ：供試インダクタのインダクタンス 
Cd ：供試インダクタの分布静電容量 
Ls ：供試インダクタの直列インダクタンス 
Rs ：供試インダクタの直列抵抗 
Ev1，Ev2：ベクトル電圧計 
G ：信号発生器 
L ：供試インダクタ 

図 1－ベクトル電圧・電流計法の測定回路の例 

 

 

 
記号説明 

Rg ：電源内部抵抗（50 Ω） 
Rt1, Rt2, ：終端抵抗器（50 Ω） 
L ：供試インダクタ 
Lx ：供試インダクタのインダクタンス 
Cd ：供試インダクタの分布静電容量 
Ls ：供試インダクタの直列インダクタンス 
Rs ：供試インダクタの直列抵抗 
Ev1，Ev2：ベクトル電圧計 
G ：信号発生器 
L1 ：50 Ωマイクロストリップ線路又は同等の伝送線路 

図 2－反射係数法の測定回路の例 
 

4.1.3 供試インダクタの取付け 

4.1.3.1 一般 

供試インダクタは，個別規格に規定する試験用ジグに取り付ける。個別規格に試験用ジグの規定がない

場合は，次に示すインダクタンス試験用ジグの A，B 又は C のいずれかを用いる。用いた試験用ジグを報

告書に記録する。 
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4.1.3.2 インダクタンス試験用ジグ A 

インダクタンス試験用ジグ A の形状及び寸法は，図 3 及び表 1 による。 
 

 
 記号説明 

d ：中心電極径 
l ：インダクタ長さ 
 

図 3－インダクタンス試験用ジグ A 
 

表 1－寸法 l及び寸法 d 
単位 mm 

供試インダクタの寸法記号 a) l d 
1608 1.6 0.95 
1005 1.0 0.60 
0603 0.6 0.36 
0402 0.4 0.26 
0201 0.2 0.12 

注 a) 表面実装インダクタの寸法記号は，外形寸法の L 及び W（又は H）の寸法

（mm 単位）をそれぞれ 2 桁の有効数字で構成し 4 桁の数字で表示する（JIS 
C 62025-1 による）。 

供試インダクタへの適切な方法を用いた加圧力によって，試験用ジグの電極と供試インダクタの電極と

を接触させる。この加圧力は，供試インダクタの特性に影響を与えず，測定が十分安定する値を選定し，

個別規格に規定する。 

測定回路と試験用ジグとの間の接続構造部の特性インピーダンスは，可能な限り 50 Ω に近い値とする。 

4.1.3.3 インダクタンス試験用ジグ B 

インダクタンス試験用ジグ B は，図 4 による。 
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 記号説明 

d ：電極間距離 
 

図 4－インダクタンス試験用ジグ B 

供試インダクタへの適切な方法を用いた加圧力によって，試験用ジグの電極と供試インダクタの電極と

を接触させる。この加圧力は，供試インダクタの特性に影響を与えず，測定が十分安定する値を選定し，

個別規格に規定する。 

測定回路と試験用ジグとの間の接続構造部の特性インピーダンスは，可能な限り 50 Ω に近い値とする。 

寸法 d は，受渡当事者間の協定による。 

4.1.3.4 インダクタンス試験用ジグ C 

インダクタンス試験用ジグ C は，図 5 による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－インダクタンス試験用ジグ C 

 



6 
C 62024-1： (IEC 62024-1：2017) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

供試インダクタへの適切な方法を用いた加圧力によって，試験用ジグの電極と供試インダクタの電極とを

接触させる。この加圧力は，供試インダクタの特性に影響を与えず，測定が十分安定する値を選定し，個

別規格に規定する。測定回路と試験用ジグとの間の接続構造部の特性インピーダンスは，可能な限り 50 Ω
に近い値とする。 

ジグのパターン寸法及び材料は，受渡当事者間の協定による。 

 

4.1.4 測定方法及び算出式 

供試インダクタ L のインダクタンス Lx は，直列インダクタンス Ls 及び 分布静電容量 Cd によって生

じるリアクタンスのベクトル和で定義される（図 1 又は図 2 を参照）。信号発生器の出力信号の周波数 f
は，個別規格に規定する値とする。試験対象のインダクタは，4.1.3.2 から 4.1.3.4 に規定された試験用ジ

グを用いて測定回路に接続する。ベクトル電圧の E1 及び E2 は，それぞれベクトル電圧計の Ev1 及び Ev2 に

よって測定する。インダクタンス Lx は，ベクトル電圧/電流法の場合には式（1）及び式（2）によって，

反射係数法の場合には式（3）から式（5）によって算出する。 
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 ここで， 
Lx ：供試インダクタのインダクタンス 
lm ：与えられたベクトル値の虚数部を与える関数 
Zx ：供試インダクタのインピーダンス 
R ：抵抗器の抵抗値 
E1 ：ベクトル電圧計 Ev1 の指示値 
E2 ：ベクトル電圧計 Ev2 の指示値 
 ：角周波数：2πf 
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ここで， 
Lx ：供試インダクタのインダクタンス 
lm ：与えられたベクトル値の虚数部を与える関数 
Zx ：供試インダクタのインピーダンス 
R ：抵抗器の抵抗値 
S11 ：供試インダクタの S11 
Z0 ：測定器の内部インピーダンス（50 Ω） 
E1 ：ベクトル電圧計 Ev1 の指示値 
E2 ：ベクトル電圧計 Ev2 の指示値 
 ：角周波数：2πf 

4.1.5 測定上の注意事項 

4.1.5.1 一般 

試験用ジグの電気長は，オープン／ショートの補正を行った後，適切な方法によって補正する。一般的

でない電気長を用いた場合は，その値を個別規格に規定する。オープン／ショートの補正は，附属書 B に

よって算出する。 

4.1.5.2 ショート補正 

試験用ジグ A に対して用いるショート・デバイスの寸法及び形状を，図 6 及び表 2 に示す。適切なショ

ート・デバイスのインダクタンスは，供試インダクタの大きさによって表 2 から選定する。選定したショ

ート・デバイスのインダクタンスは，補正値として用いる。 
 

 
 記号説明 

d ：径 
l ：長さ 
 

図 6－ショート・デバイスの形状 

 

 
 

表 2－ショート・デバイスの寸法及びインダクタンス 

供試インダクタの

寸法記号 
l 

mm 
d 

mm 
インダクタンス 

nH 
1608 1.6 0.95 0.43 
1005 1.0 0.60 0.27 
0603 0.6 0.36 0.16 
0402 0.4 0.26 0.11 
0201 0.2 0.12 0.05 
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試験用ジグ A に対して，表 2 に規定する以外のインダクタンスを用いる場合には，そのインダクタンス

は，個別規格に規定する。また，試験用ジグ B 及び試験用ジグ C に対しては，ショート・デバイスの寸

法，形状及びインダクタンス値を個別規格に規定する。 
 

4.1.5.3 オープン補正 

試験用ジグ A に対するオープン補正は，試験用ジグの測定電極を供試インダクタの長さと等しい間隔で

対向させて実施する。個別規格に規定がない場合には，試験用ジグのアドミタンス Yos は，0 S（ゼロ・ジ

ーメンス）とする。 

試験用ジグ B 及び試験用ジグ C に対するオープン補正は，試験用ジグに供試インダクタを装着しない状

態で実施する。個別規格に規定がない場合には，試験用ジグのアドミタンス Yos は，0 S（ゼロ・ジーメン

ス）とする。 
 

4.2 品質係数（Q） 

4.2.1 測定方法 

インダクタの Q は，ベクトル電圧・電流計法又は，反射係数法で測定を実施する。 

4.2.2 測定回路 

ベクトル電圧・電流計法の測定回路の例を，図 1 に示す。反射係数法の測定回路の例を，図 2 に示す。

測定器は，適切に校正する。 

4.2.3 供試インダクタの取付け 

供試インダクタの取付けは，4.1.3 による。 

4.2.4 測定方法及び算出式 

図 1，又は図 2 の信号発生器の出力信号の周波数 f は，個別規格に規定する値とする。供試インダクタ

は，4.1.3 に規定する試験用ジグを用いて測定回路に接続する。ベクトル電圧の E1 及び E2 は，それぞれベ

クトル電圧計の Ev1 及び Ev2 によって測定する。供試インダクタの Q の値 Q は，式(6)によって算出する。 

 

 
 
 

x

x

lm Z
Q

Re Z
  （6）

ここで， Q： 供試インダクタの Q 
 Re： 与えられたベクトル値の実数部を与える関数 
 Im： 与えられたベクトル値の虚数部を与える関数 
 Zx： 式（2）又は式（4）で算出される試験対象イン

ダクタのインピーダンスである 

4.2.5 測定上の注意事項 
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測定上の注意事項は，4.1.5 による。 

4.3 インピーダンス 

4.3.1 測定方法 

供試インダクタのインピーダンスは，4.3.2～4.3.5 に従って，ベクトル電圧・電流計法又は反射係数法で

測定する。 

4.3.2 測定回路 

ベクトル電圧・電流計法の測定回路の例を，図 1 に示す。反射係数法の測定回路の例を，図 2 に示す。

測定器は適切に校正する。 

4.3.3 供試インダクタの取付け 

試験用ジグへの供試インダクタの取付けは，4.1.3 による。 

4.3.4 測定方法及び算出式 

図 1 の信号発生器の出力信号の周波数 f は，個別規格に規定した値とする。供試インダクタは，上記の

試験用ジグを用いて測定回路に接続する。ベクトル電圧の E1 及び E2 は，それぞれベクトル電圧計の Ev1 及

び Ev2 によって測定する。 

インピーダンスは，式(2) 又は式(4)によって算出する。 

4.3.5 測定上の注意事項 

測定上の注意事項は，4.1.5 による。 

5 共振周波数 

5.1 自己共振周波数 

供試インダクタの自己共振周波数は，5.2 に規定する最小出力法，又は 4.1 に規定するインピーダンスア

ナライザ若しくはネットワークアナライザのいずれかで測定する。 

5.2 最小出力法 

5.2.1 一般 

最小出力法は，5.2.2～5.2.5 による。 
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5.2.2 測定回路 

測定回路の例を，図 7 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
記号説明 

G ：信号発生器 
Rg ：信号発生器の出力抵抗（50 Ω） 
L ：供試インダクタ 
Lx ：供試インダクタのインダクタンス 
Cd ：供試インダクタの分布静電容量 
L1，L2 ：50 Ω マイクロ・ストリップライン 
V ：RF 電圧計 
RL ：RF 電圧計の入力抵抗値（50 Ω） 
E1 ：信号発生器のベクトル電圧計 Ev1 の指示値 
E2 ：RF 電圧計のベクトル電圧計 Ev2 の指示値 
適切に校正したネットワークアナライザを信号発生器及び RF 電圧計の代わりに用いてもよい。 
 

図 7－最小出力法の測定回路の例 

 

 

5.2.3 供試インダクタの取付け 

供試インダクタは，附属書 A に規定する方法によって，個別規格に規定する自己共振周波数の試験基板

に取り付ける。個別規格に規定がない場合には，自己共振周波数の試験基板は，図 8 による。取付具のパ

ターン及び取付具の材料の寸法は，受渡当事者間で規定しなければならない。取付具のパターン寸法及び

取付具の材質は，受渡当事者間で規定しなければならない。 
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単位 mm 

 
記号説明 

W：ランドパターン幅 
W：50 Ω マイクロ・ストリップライン幅と同一寸法 
(l2--l1) /2：はんだ塗布ランドの長さ寸法 
t1：基板絶縁体部厚み 
t2：基板厚み 
 

図 8－自己共振周波数試験基板（最小出力法用） 

5.2.4 測定方法及び算出式 

図 7 に示すような回路を用い，E1 を一定とし信号発生器の発振周波数が低い方から順次高い方へ変えて

行き，E2 が最小値を示すときの信号発生器の発振周波数を自己共振周波数とする。 

なお，E2 が最小となる周波数の幅が広く周波数が特定不可能な場合は，E2 が最小値よりも A（dB）（A≦
3）大きくなる二つの周波数の f1 及び f2 を測定する。自己共振周波数 SRF は，式(7)によって算出する。 

 

1 2

2
R

f
S F

f


＋  ········································································· （7） 

5.2.5 測定上の注意事項 

マイクロ・ストリップライン（信号発生器の出力電圧）の幅 W は，特性インピーダンスが可能な限り 50 
Ω となるように選定する。マイクロ・ストリップラインの E1 は，E2 の最小値が判別しやすいように選定す

る。 

 

 

 

5.3 アナライザによる測定 
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5.3.1 インピーダンスアナライザ，1 ポートネットワークアナライザによる測定 

インピーダンスアナライザを用いてインダクタのインピーダンスの周波数特性を測定することによって

自己共振周波数を測定することが可能である。4.1.2 に記載のように，インピーダンスアナライザの代わり

に 1 ポートネットワークアナライザを用いてもよい。自己共振周波数を測定するときは，不要な容量を補

正（4.1.5.3 参照）後，試験用インダクタを試験用ジグに接続する。 

インピーダンスアナライザで周波数を低い値から高い値へ掃引する場合，自己共振周波数の正確な値は，

インピーダンスの虚数部値がゼロになる最初の周波数とする。 

自己共振周波数の測定に用いる試験用ジグは，インダクタンスの測定に用いるものと同一のものを用い

る。 

5.3.2 2 ポートネットワークアナライザによる測定 

インダクタの自己共振周波数は，ネットワークアナライザを用いた電力減衰法によって測定可能である。

自己共振周波数の測定中は，他の電子機器からの電磁干渉の影響を回避する。ネットワークアナライザの

掃引周波数範囲は，インダクタの自己共振周波数を含む。 

インダクタの自己共振周波数は，電力減衰が最大となる周波数とする。測定した自己共振周波数が試験

用ジグの共振ではないことを確認する。 

電力減衰法による自己共振周波数測定用の試験基板の例は，5.2.3 に記載されている。 

6 直流抵抗 

6.1 電圧降下法 

6.1.1 測定回路 

直流抵抗の測定回路の例を図 9 に示す。 
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6.1.2 測定方法及び算出式 

図 9 に示す回路又は同等の結果が得られる回路を用いる。 

供試インダクタ Lx の直流抵抗値 Rx は，式(8)によって算出する。 

xR V
I

  ················································································ （8） 

ここで， V： 直流電圧計の指示値 
 I： 直流電流計の指示値 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 記号説明 

V ：直流電圧計 
A ：直流電流計 
L ：供試インダクタ 
Rx ：供試インダクタ L の直流抵抗値 
Rv ：電圧計の内部抵抗: Rv ＞＞ Rx 

E ：直流電源 
 
図 9－電圧降下法の試験回路例 

 

6.2 ブリッジ法 

6.2.1 測定回路 

供試インダクタの直流抵抗の測定回路の例を，図 10 に示す。 

6.2.2 測定方法及び算出式 

図 10 に示すような回路を用い，比例辺の抵抗器 R1 及び抵抗器 R2 並びに標準可変抵抗器 R3 を調整して

ブリッジ回路の平衡をとらなければならない。供試インダクタの直流抵抗 Rx は，式(9)によって算出する。 

2
x 3

1

RR R
R

   ········································································· （9） 

ここで， R1： 比例辺の抵抗器 R1 の抵抗値 
 R2： 比例辺の抵抗器 R2 の抵抗値 
 R3： 標準可変抵抗器 R3 の抵抗値 
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記号説明 

R1 ：比例辺の抵抗器 R1 の抵抗値 
R2 ：比例辺の抵抗器 R2 の抵抗値 
R3 ：標準可変抵抗器 R3 の抵抗値 
L ：供試インダクタ 
D ：検出 

図 10－ブリッジ法の測定回路例 

6.3 測定上の注意事項 

測定上の注意事項を次に示す。 

a) 抵抗値の測定は，測定中の抵抗分による温度上昇を避けるために，直流低電圧を可能な限り短時間印

加して行う。 

b) 測定電圧は，0.5 V 以下とする。 

c) 測定誤差は，測定値の±0.5 %。 

d) 供試インダクタの温度が周囲温度と同じになるように注意する。 

e) 供試インダクタに流す電流は，インダクタの抵抗分が少ししか変化しない範囲の電流とする。 

f) 直流抵抗が 0.1 Ω以下で高い測定精度が要求される場合には，十分な精度を確保するためにダブルブ

リッジ法の使用することが望ましい。 

6.4 測定温度 

測定温度は IEC 62674-1 に規定されている。 

7 S パラメータ 

7.1 測定の設定及び手順 

7.1.1 一般 

供試品（DUT）の S パラメータを測定するために，ネットワークアナライザ（50 Ωシステム）を使用す

る。ベクトルネットワークアナライザは，入射波，反射波及び伝送波の振幅並びに位相の測定から直接 S
パラメータを決定する機能を備えた測定器である。これは，方向性結合器及びトラッキングジェネレータ

と測定受信機とを組み合わせた高度な校正機構で実現している。2 ポート測定の測定設定は，次による。 
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S パラメータは，DUT を試験用ジグに挿入し，ネットワークアナライザで測定周波数を掃引することで

測定する。S パラメータと周波数の関係は，必要な周波数範囲内で記録することが望ましい。 

試験用ジグの電極は，インダクタの被測定電極と，はんだ付け又は適切な方法による機械的力によって

接触し，その力を規定する。この力は，インダクタの特性に影響を与えず，測定の安定性を確保するため

に選択されなければならない。図 11 は，2 ポート S パラメータ測定のセットアップ及びネットワークアナ

ライザの概略図を示す。 
 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

図 11－2 ポート S パラメータ測定セットアップ及びネットワークアナライザの概略図 

7.1.2 2 ポート S パラメータ 

インダクタの特性は，図 12 に示す試験用ジグを用い，2 端子の S パラメータを用いて評価可能である。 

2 端子デバイスと試験ジグの接続方法には，シャント接続及びシリーズ接続の二つがある。これらの構

成は，そのインピーダンスに応じて選択することが望ましい。なお，用いた構成は明記しなければならな

い。 

a) シャント接続 b) シリーズ接続 

図 12－2 端子デバイス用 S パラメータ試験用ジグ 
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7.1.3 試験用ジグ 

7.1.3.1 シャント接続 

図 13 は，シャント接続された 2 端子デバイスにおける S パラメータを測定するための試験用ジグを示

す。最大適用周波数は約 60 GHz である。 

 

a) 試験用ジグだけ b) 2 端子部品搭載  

注記 基板は低誘電率(比誘電率が 3～5)の樹脂基板，導体の材質は銅。 

図 13－2 端子デバイス用試験ジグ（シャント接続） 

7.1.3.2 シリーズ接続 

図 14 は，シリーズ接続された 2 端子デバイスにおける S パラメータを測定するための試験用ジグを示

す。最大適用周波数は約 60 GHz である。 

 

 

a) 試験用ジグだけ b) 2 端子部品搭載 

注記 基板は低誘電率(比誘電率が 3～5)の樹脂基板，導体の材質は銅。 

図 14－2 端子デバイス用試験ジグ（シリーズ接続） 
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7.2 試験装置の校正及び検証 

7.2.1 一般 

ベクトルネットワークアナライザの校正は，測定器の内部回路（方向性結合器，伝送線路，物理的な信

号移行による不連続部）の影響を除去し，測定基準平面を確立する。 

ディエンベディングは，2 次校正であり，同軸/マイクロプローブ参照平面と測定参照平面の間にある試

験用ジグ及びその他のインターコネクトの不完全性を除去する。 

マイクロプローブなどの直接ジグ方法は，高周波測定に適応するための代替ジグ方法で，測定参照平面

の正確な位置は，受渡当事者間で明確に指定しなければならない。 

7.2.2 校正 

7.2.2.1 フル 2 ポート校正 

次のいずれかの完全な 2 ポート校正方法を用いなければならない。 

a) SOLT 校正： 

4 種類の校正標準器（ショート/オープン/ロード/スルー）又は同等の機能をもつ電子校正モジュールを

用いて，同軸ポートにおける試験システムを校正する。 

b) TRL 校正： 

試験用ジグ基板上の 4 種類のマイクロストリップライン標準（スルー/リフレクト/ライン/マッチ）を用

いて，測定点でテストシステムを校正する。 

SOLT 方法を用い，参照平面を同軸コネクタに設定する場合，7.2.2.2 の規定に従い，追加のディエンベ

ディングを実施しなければならない。 

試験用ジグ上の TRL 標準を一次校正として用い，測定点に基準面を設定する場合，ディエンベディング

は不要。TRL 標準は，満足のいく線インピーダンス精度を得るために，良好な寸法公差で製造しなければ

ならない。 

マイクロプローブなどの直接ジグ法を用いる場合，7.2.2.2 の規定に従い，適切な校正及びディエンベデ

ィングを実施しなければならない。 

校正手順の詳細については，アナライザの取扱説明書を参照する。 

TRL 校正用の校正標準（マイクロストリップ線）の例は，図 15 参照。 
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a) スルー b) オープン 

c) ライン d) ショート 

 

e) マッチ 

注記 基板は低誘電率（比誘電率が 3～5）の樹脂基板，導体の材質は銅，基板の長さ L1 と L2 とは，異なる。 

図 15－TRL 校正標準例 
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7.2.2.2 マイクロプローブを用いた校正 

マイクロプローブを用いたフル 2 ポート校正方法のいずれか一つを用いる。校正手順の詳細については，

機器の取扱説明書を参照する。図 16 は，マイクロプローブを用いた TRL 校正用の標準試料の例を示す。 

 
 

a) スルー b) ライン 

  

c) オープン d) ショート 

 

 

e) マッチ  

注記 1  基板は低誘電率（比誘電率が 3～5）の樹脂基板，導体の材質は銅，基板の長さ L1 と L2 とは，異なる。 

注記 2  対応国際規格の e)マッチの図が明らかに間違いのため正しい図を記載した。 

図 16－マイクロプローブを用いた TRL 校正標準例 

7.2.3 ディエンベディング 
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7.2.3.1 フル 2 ポートディエンベディング 

フル 2 ポートディエンベディング方法のうち，いずれか一つを用いなければならない。その例を次に示

す。 

a) ポート延長 

b) オープンショート 

c) TRL 

d) S パラメータファイルを用いて，試験用ジグの影響を直接除去する処理 

e) 複数の技術を用いて試験用ジグの影響を自動的に除去する処理 

ディエンベディング手順の詳細については，アナライザの取扱説明書を参照する。 

7.2.3.2 マイクロプローブを用いたフル 2 ポートディエンベディング 

フル 2 ポートディエンベディング方法のうち，いずれか一つを用いなければならない。図 17 に，マイク

ロプローブを用いた 2 ポートディエンベディングの例を示す。 

 

  

a) DUT b) ポートエクステンション 

注記 基板は低誘電率(比誘電率が 3～5)の樹脂基板，導体の材質は銅。 

図 17－マイクロプローブを用いたフル 2 ポートディエンベディング例 

7.3 インピーダンスの間接測定法 

DUT のインピーダンスは，ネットワークアナライザで測定した S パラメータによって評価が可能であ

る。S パラメータの測定設定については，7.1 を参照。 

DUT のインピーダンスは S パラメータから算出が可能である。S パラメータの測定値は，DUT だけのも

のであり，試験用ジグの影響を受けていないことが望ましい。 

7.4 2 ポート S パラメータを用いた評価 

DUT のインピーダンスは，図 18 及び図 19 に示すように，適切な試験用ジグを用い，ベクトルネットワ

ークアナライザによる S パラメータ測定から評価を行う。 

図 18 は，並列接続された 2 端子デバイスの 2 ポート測定を示しており，図 19 は，直列接続された 2 端

子デバイスの 2 ポート測定を示す。 
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記号説明 
Z1   ：浮遊インピーダンス 
Z2  ：浮遊インピーダンス 
Z3  ：インダクタのインピーダンス 

図 18－シャント接続を用いた 2 端子部品の 2 ポート測定 

 

 

記号説明 
Y1   ：浮遊アドミタンス 
Y2  ：浮遊アドミタンス 
Y3  ：インダクタのアドミタンス 

図 19－シリーズ接続を用いた 2 端子部品の 2 ポート測定 

ジグにおけるポート 1 及びポート 2 の校正基準面は，受渡当事者間の協定による。 

 

DUT の対称性を仮定した場合，平均反射係数及び平均透過係数は次式で与えられる。 

 

 11 22
2

S S
R


  及び 12 21

2
S S

T


  （10）

 |2𝑇| ≫ |(1 − 𝑇)ଶ − 𝑅ଶ|  条件が満たされている場合，デバイスのインピーダンスは式（11）及び式（12）
によって算出される。 

 

 
 

x 0 2 2
2

1

TZ Z
R T


 

 短絡接続  （11）

  2 2

x 0
1

2
R T

Z Z
T

 
  直列接続  （12）
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ここで， Z0： 試験用ジグの特性インピーダンス 

上記の条件が満たされない場合，試験用ジグが測定に影響を及ぼし，式（11）及び式（12）は誤った結

果を導く可能性がある。 

ここでの 2 ポート S パラメータから求めたインピーダンスは，4.1 で測定したインピーダンスとは高周

波数において多少異なる場合がある。これは，1 ポート S パラメータが用いられる試験用ジグの構造に依

存する可能性があるためである。 

Q 及び L は次のように算出する。 

 

 x  Z R jX   （13）

 /Q X R  （14）

  / 2L X πf  （15）
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附属書 A 
（規定） 

表面実装インダクタの実装方法 

A.1 概要 

この附属書は，試験する表面実装コイル（以下，試供品という。）をプリント配線板に実装する方法につ

いて規定する。 

A.2 実装用プリント配線板及び実装ランド 

実装用プリント配線板は，供試品の構造に適した配線板とし，個別規格に規定する。個別規格に規定が

ない場合は，JIS C 6484 に規定する GE4F［厚さ 1.6 mm ± 0.19 mm，銅はく（箔）0.035 0.010
0.005

＋
－

 mm］のガ

ラス布基材エポキシ樹脂積層基板を用いる。プリント配線板には，あらかじめ供試品を取り付けるランド

を配置する。ランドの詳細は，個別規格に規定する。 

A.3 はんだ 

はんだは，JIS Z 3282 に規定する H60A 又は H63A のはんだ合金の粒度 200 メッシュ以上の粉末に，弱

活性化したロジン系のはんだフラックスをクリームになるように調整した，ソルダペーストとする。ソル

ダペーストの粘度は，受渡当事者間の協定による。プリフォーム又はソルダペーストに用いる鉛フリーは

んだは，JIS C 60068-2-58 に規定するフラックスを配合した Sn96.5Ag3Cu0.5 若しくはそのはんだ合金，又

は関連規格に規定するはんだ合金とする。 

A.4 試験条件 

JIS C 60068-2-58 の規定に基づき，次の詳細事項を適用する。 

a) ソルダペーストを試験基板に塗布する。 

b) はんだ塗布厚さは，個別規格に規定する。 

c) 試料の電極部をソルダペースト上に配置する。 

d) はんだ合金：Sn-Pb  

詳細仕様書に別段の定めがない限り，試料及び試験基板は，赤外線及び強制ガス対流はんだ付けシステ

ムにおいて，（150 ± 10） ℃の温度に予熱し，60 秒から 120 秒間維持する。 

リフローシステムの温度は，試料が（215 ± 3）℃に達するまで迅速に上昇させ，この温度で 
（10 ± 1） 秒間維持する。 

e) はんだ合金：Sn-Ag-Cu  

詳細仕様書に別段の定めがない限り，試料及び試験基板は，赤外線及び強制ガス対流はんだ付けシステ

ムにおいて，（150 ± 5） ℃から（180 ± 5） ℃の温度に 60 秒から 120 秒間予熱する。 

リフローシステムの温度は，試料が（235 ± 3） ℃に達するまで迅速に上昇させる。225 ℃を超える時

間は（20 ± 5） 秒とする。 
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f) d)又は e)の温度プロファイルは詳細仕様書で指定する。 

A.5 クリーニング 

はんだ付け後，プリント基板は JIS K 8839 に規定する 2-プロパノールを使用してフラックスを除去する

ため，洗浄する。必要に応じて，洗浄方法に関する注意事項を個別規格に規定する。 
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附属書 B 
（規定） 

試験用ジグにおける残留パラメータの影響の除去 

B.1 概要 

一般に，これらの残留成分及び散乱成分は，図 B.1 に示すように 2 端子対の A，B，C 及び D パラメー

タによって表すことが可能である。このモデルを用いることで，残留成分と散乱成分を排除することが可

能である。 

B.2 2 端子対回路の ABCD パラメータで表される試験用ジグ 

DUT の実際のインピーダンス値（Zx）及び測定値（Zm）は，入力電流及び出力電流，並びに入力電圧

及び出力電圧によって次のように表される。 
 

 

 

 

 

 

 

図 B.1－ABCD パラメータによる試験用ジグ 

 

 𝑍௠ = 𝑉ଵ𝐼ଵ  （B.1）

 𝑍௫ = 𝑉ଶ𝐼ଶ  （B.2）

 

この場合 , Zx は  

 𝑍௫ = 𝐴𝑐 𝑍௠ − 𝐵௖1 − 𝑍௠𝐶௖ （B.3）

直結ジグ補償に短絡及び開放を用いる場合，Zx 方程式を解くために追加の条件が一つ必要である。この

条件を次に示す。 
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次のように，対象回路であると仮定する。 

 𝐴 = 𝐷  （B.4）

補償係数（Ac，Bc，Cc）は，次のようになる。 

 c 1 0A j   （B.5）

 
 sm om sm ss sm os ss

c
om sm os ss

1
1

Z Y Z Z Z Y Z
B

Y Z Y Z
  




 （B.6）

 
 om om sm os om os ss

c
om sm os ss

1
1

Y Y Z Y Y Y Z
C

Y Z Y Z
  




 （B.7）

ここで， 
Zx ： 補償後のインピーダンス測定値 
Zm ：補償前のインピーダンス測定値 
Zsm ：短絡デバイスにおけるインピーダンス測定値 
Zss ：4.1.5.2 で定義される短絡デバイスのインダクタンス 
Yom ：テストデバイスが欠如した状態でのジグのアドミタンス測定値 
Yos ：4.1.5.3 で定義される試験用ジグのアドミタンス測定値 
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